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論文要旨
学修番号 0283395 氏名 田邊 徹

我々は、ボーズ・アイシュタイン凝縮 (BEC)をポジトロニウム (Ps)で実現させ
るための基礎実験としてレーザー冷却実験を進めてきた。レーザー冷却は BECを
達成させるほどの極低温をつくり出すためには極めて有効な手段であり、現在まで
通常原子であるアルカリ原子などにおいて確立されてきた技術である。我々が対象
としているPsは、粒子・反粒子系であるために、極めて短時間で γ-rayに崩壊する
ため、通常原子とは違った新しい冷却手段を必要とする。我々が特に注目している
オルソポジトロニウム (o-Ps)の寿命も 142nsecと短いため、効率良い急速冷却法と、
冷却された o-Psの測定法を確立しなければならない。この目的に向けて、Ps生成
のための低速陽電子ビームラインと Psの励起エネルギーである波長 243nmの紫外
線レーザー装置を開発した。

Psのレーザー冷却の効果を検証するためには、Ps生成のためのターゲットから
放出されたPsの運動量分布を詳細に調べる必要がある。我々が冷却対象としている
熱脱離 Psの速度分布は金属表面から放出されるとき、金属ターゲットの温度に依存
したMaxwell-Boltzmann分布に従うと予想される。冷却効果はTime-of-Flight法に
よって、金属から放出された Psの速度分布の変化を調べることで検証できる。
しかしながら、現在までに同実験を繰り返し行った結果、陽電子の再入射の存在

によりエネルギー分布を正確に求めることが困難であると判明した。陽電子の再入
射とは、金属標的に入射した陽電子の一部が放出され、ビームライン上流で反射さ
れて金属標的に再入射するという現象である。このため、解析に使用できる時間が、
熱脱離 o-Ps生成後の 110～210nsecに限定され、崩壊寿命測定やエネルギー分布測
定の妨げとなっていた。この現象を防ぐための機構をビームラインに導入すること
で、210nsec以降まで解析可能な範囲を広げ、精度を高めることができた。実際に、
TOF法により速度分布を測定することで得られた熱脱離 o-Psの温度は、1000Kの
ターゲットにおいて、1049±103[K]と求まり、ターゲット温度とよく一致した結果
が得られた。
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第1章 序章

ポジトロニウム (Ps)とは、電子 (e−)とその反粒子である陽電子 (e+)の束縛状態に
ある水素様原子である。その換算質量は水素のほぼ半分である為、ボーア半径が水
素原子の２倍、束縛エネルギーはその半分となる。また、Psは電子と陽電子のスピ
ン状態によって２つの状態をとる。1つは寿命 125[psec]のスピン 1重項状態パラ-ポ
ジトロニウム (p-Ps)、もう 1つは寿命 142[nsec]スピン 3重項状態オルソ-ポジトロニ
ウム (o-Ps)である。ぞれぞれ偶数本 (主に 2本)と奇数本 (主に 3本)の γ線に崩壊す
る ([1])。
我々は、比較的寿命の長い o-Psに注目して種々の実験を行っており、その内の一

つに Psのボーズ・アインシュタイン凝縮 (PsBEC)がある。これまで、通常のアル
カリ原子においてレーザー冷却、磁気トラップ、蒸発冷却の組み合わせによりボー
ズアインシュタイン凝縮 (BEC)が達成されており [2][3]、1998年には D.G.Friedら
により、水素原子でも実現されている [4]。ただし、アルカリ原子や水素原子は、原
子核 (ハドロン)を含むため粒子間に強い相互作用が働く。それに対して、Psはレプ
トンだけで構成させる原子であるために、強い相互作用がなく純粋に電磁相互作用
だけで記述できるため、BECの検証には良い対象となる。

BECを起こすには、原子密度 nと熱的ド・ブロイ波長 λDが

nλ3
D ≥ 2.612 (1.1)

の条件を満たさなければならない。さらにド・ブロイ波長 λDは温度、質量と

λD = h/
√

2πmkBT (1.2)

という関係がある。よって、BECを起こすには温度と密度の間に一定の条件が必要
になる。図 1.1に温度と密度の関係を示す。この図 1.1よりも上の領域においてBEC

が実現される。
Psの質量は 1.8×10−30 kgとあらゆる原子の中で最も軽いため、通常原子と比べて

高温であってもそのド・ブロイ波長が長くなり、比較的高温でBEC状態が実現でき
る。例として、原子密度 1.8×1016cm−3 であれば、水素原子が 1mKで凝縮するのに
対し、Psは 1Kで凝縮する (図 1.1参照)。このような低温状態のPsを得るための有
効な手法として、1988年に 1S − 2P 間の準位を利用したレーザー冷却が提案されて

1
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図 1.1: BECでの温度と密度の関係

いる [6]。我々は PsBECの足掛かりとして、冷却温度 1Kを目標とし、o-Psのレー
ザー冷却実験を進めてきた [7]。
レーザー冷却の基本的原理は以下の通りである。Psの基底状態と励起状態の準位

間に相当するレーザーを照射すると、基底状態の Psは光子を吸収して励起状態にな
る (誘導吸収)。また、励起状態の Psはレーザー場により誘導されて、光子を放出し
て基底状態に戻る (誘導放出)。Psは誘導吸収・放出の 1連のサイクルで光子の反跳
を受けるが、反跳は大きさが等しく向きが反対であるため、お互いに打ち消し合い、
運動量の変化はない。一方、励起状態にいるPsが基底状態に戻る過程には誘導放出
の他に、一定の寿命をもって自発的に基底状態に遷移する自然放出という過程があ
る。自然放出で放出される光子の方向はランダムである。そのため、誘導吸収・自
然放出というサイクルが多数回繰り返されると、自然放出による運動量の変化は打
ち消され、誘導吸収による運動量変化のみ残ることになる。結果、Psの運動量変化
は誘導吸収にのみ起因することとなり、レーザーをPsの持つ運動量と逆方向に照射
すれば運動量は減少することになる。
レーザー冷却の対象となる Psは陽電子ビームを金属標的に照射することにより、
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陽電子が金属表面の電子と束縛することで生成される。生成される Psには 2種類
あり、1つは金属表面から仕事関数分のエネルギー (1～数 eV)を持って放出される
Ps(高速Ps)で、もう 1つは金属標的の温度に依存して熱運動エネルギーを持って放
出される Ps(熱脱離 Ps)である。初期エネルギーとして数 eV程度を持った高速 Ps

を、レーザー冷却によって 1Kまで冷却するには 1µsec程度必要とする。これは o-Ps

の寿命を考慮すれば実行不可能である。一方、熱脱離 o-Psは金属標的が室温の場合
は 39meVが代表的なエネルギーである。
ここで、熱脱離 o-Psの冷却を考える。十分なレーザー強度の場合、自然放出は

6.4nsec程の頻度で起こる。自然放出の頻度が減少する理由として、誘導吸収・誘導
放出のサイクルが誘導吸収・自然放出のサイクルに比べてはるかに多いため、1S状
態と 2P状態にある Ps数が同数となり、見かけ上自然放出の寿命が 3.2nsecの 2倍
の時間がかかる様になるからである。また、2P状態から γ 線への直接崩壊寿命は
0.1msecであり 1S状態からの崩壊寿命に比べて遥かに長いため、熱脱離 o-Psの崩
壊寿命は通常の 2倍の 284nsecとなる。39meVを持った熱脱離 o-Psは、一方向の平
均速度を取ると vPs=4.8× 104[m/s]である。波長 243[nm]の光子の放出によって受
ける Psの速度変化 vrは vr =hk/2 π mPsにより vr=1.5× 103[m/s]である。vPsを
キャンセルするための光子の吸収回数は υPs/υr

∼= 32回である。レーザー強度が十
分強いなら 32[回]のサイクルを行なうには 2×3.2[nsec]× 32[回] ∼ 200[nsec]となり、
レーザー場中での寿命 284nsec内で冷却が可能である。放出された熱脱離 o-Psのう
ち、冷却開始から 220nsec後に 7%が 1Kまで冷却されると期待される [30]。

Psのレーザー冷却の効果を検証するためには、Ps生成のためのターゲットから放
出されたPsの運動量分布を詳細に調べる必要がある。我々が冷却対象としている熱
脱離Psの速度分布は金属表面から放出されるとき、金属ターゲットの温度に依存し
たMaxwell-Boltzmann分布に従うと予想され、冷却効果はTime-of-Flight法によっ
て、金属から放出されたPsの速度分布の変化を調べることで検証できる [31]。しか
しながら、現在までに同実験を繰り返し行った結果、ある現象によりエネルギー分
布を正確に求めることが困難であると判明した。それは、金属標的に入射した陽電
子の一部が放出され、ビームライン上流で反射されて金属標的に再入射するという
事象の存在である。このため解析に使用できるのが熱脱離 o-Ps生成後 110～210nsec

に限定され、崩壊寿命測定やエネルギー分布測定の妨げとなっていた。今回、この
現象を防ぐための機構を構築してビームラインに導入後、Time-of-Flight法により
熱脱離 o-Psのエネルギー分布測定を行った。
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第2章 ポジトロニウムの発生機構

2.1 金属へ入射された低速陽電子の熱化過程
自由 Psは、数 keV以下のエネルギーの低い陽電子を金属表面に入射させること

で生成できる。
金属に照射された低速陽電子はプラズモン散乱やフォノン励起によって急速に減

速され、エネルギーを失う。5keV以下のエネルギーで金属へ入射された陽電子が熱
化されるまでの進入深度は 1000Å程度であるので [8]、ほとんどの陽電子が表面ま
で拡散して戻ってくることができ、電子の浸み出しによって形成される表面双極子
層に出会う。表面双極子障壁∆φによって電子に対しては閉じ込める作用が働くが、
陽電子に対しては金属外に閉め出す作用が働く。陽電子の仕事関数∆φ+は、∆φと
陽電子の化学ポテンシャルµ+によって∆φ+ = −∆φ−µ+と与えられる。ここで µ+

は µ+ = E0 − E+
corr(E0は陽電子の金属中での零点エネルギー、E+

corrは陽電子の周
りに電子がクーロン力によって集まることによる相互作用の効果)である。
陽電子は金属の表面から放出される際、金属表面からの表面双極子層と、化学ポ

テンシャル、及び鏡像力を考慮したポテンシャルを実際に感じることになる。この
ポテンシャルの様子を図 2.1に示す。図 2.1に示されているように、多くの金属で金
属中の陽電子のポテンシャルが正になる。この場合、陽電子の仕事関数は負となり、
陽電子は仕事関数エネルギーによって、自由陽電子として金属から放出される。例
として、実際に今までに行われた実験からAl(100)は∆φ+ = −0.5[eV ]、W(111)は
∆φ+ = −2.54[eV ]という結果が報告されている (表 2.1参照)。その他Au,Ag,Ge,Pt

などの金属における仕事関数エネルギーとそれらのデータの出展を表 2.1に示す。
また、金属表面に到達した陽電子には、非弾性散乱を受け表面ポテンシャルの井

戸の中へ落ち、トラップされて表面状態陽電子となる過程も存在する。我々が研究
対象としているのは、トラップされた表面状態陽電子が電子を捕獲することにより
形成された熱脱離ポジトロニウムであり、仕事関数エネルギーによって放出された
自由陽電子や高速ポジトロニウムはバックグランドとなる。
次に、バックグランドとなる高速ポジトロニウムと、研究対象である熱脱離ポジ

トロニウムの生成機構について詳しく述べる。
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図 2.1: 陽電子の金属表面ポテンシャル

2.2 高速ポジトロニウム (Fast Ps)

金属へ照射された陽電子が表面まで拡散して戻り、かつ仕事関数 φ+が負の場合
は自由陽電子として金属から放出される。しかし通常は、陽電子のまま放出される
よりも電子を捕獲して Psとして放出された方がエネルギー的に有利である。なぜな
らPsを形成することにより、Psの基底状態の結合エネルギー 1

2
R∞ = 6.8eV だけエ

ネルギーの低下が起こり、このエネルギーは電子の仕事関数 φ−よりもずっと大き
いからである。ここで Psが断熱的に形成されると、Psはその仕事関数に等しいだ
けのエネルギーを持って金属から放出されることになる。Psの仕事関数は電子の仕
事関数 φ−と陽電子の仕事関数 φ+と Psの基底状態の結合エネルギー 1

2
R∞ = 6.8eV

を用いて

φPs = φ− + φ+ − 1

2
R∞ (2.1)

5



と表すことができ、全ての金属において φPs < φ+となる。Psの仕事関数 φPs の大
きさは、Al(100)で-2.58eV、Au(111)で-1.95eVとなっている [表 2.1]。これは、熱エ
ネルギーにより放出される熱脱離ポジトロニウムに比べて、はるかに大きなエネル
ギーを持つため、金属ターゲットの温度による効果は無視することができるとされ
ている [9]。

2.3 熱脱離ポジトロニウム (Thermal Ps)

金属に照射された低速陽電子が表面まで拡散して戻ってくると、電子の浸み出し
によって陽電子は金属表面の外側に図 2.1のような井戸型ポテンシャルを感じるこ
とになる。この井戸型ポテンシャルは金属表面から垂直に数 Å程度の広がりがある。
金属に入射された陽電子が熱化され表面まで拡散される過程において、表面の井戸
型ポテンシャルの境界では多重散乱が起こり、この散乱によって陽電子には自由陽
電子になるものや高速Psになるものの他に、エネルギーを失い、表面の井戸型ポテ
ンシャルにトラップされる陽電子が存在する。表面ポテンシャル井戸にトラップさ
れた陽電子の金属表面への束縛エネルギーは数 eVで、500psec程度の時間で対消滅
する。またポテンシャル井戸の垂直方向の空間的広がりが、熱化陽電子の de Broglie

波長よりも非常に短いために、表面井戸型ポテンシャルにトラップされる陽電子の
トラップ率は金属の温度に依存しない [10]。
表面ポテンシャル井戸にトラップされた陽電子の一部は、対消滅する前に表面電

子を捕獲して Psを形成する。この Psは金属の温度に依存した放出率を持って金属
から脱離・放出される。このように金属表面付近で形成され、熱脱離によって放出
される Psのことを熱脱離ポジトロニウム (thermal Ps)と呼ぶ。金属の温度に依存
した放出率 f は Psを形成する確率 z(Ps formation rate)

z = z0exp(−Ea/kT ) (2.2)

を用いて表すことができる。式 2.2のThe activation energy Eaは

Ea = Eb + φ− − 1

2
R∞ (2.3)

と表せる。ここで、Ebは陽電子の金属表面での束縛エネルギー、φ−は電子の仕事
関数、1

2
R∞ = 6.8eV はPsの基底状態の束縛エネルギーである。これらEa, Ebの過

去の実験値および理論計算値を表 2.1に示す。表 2.1からも分かるようにEbは熱エ
ネルギーよりもはるかに大きいため、表面陽電子が単体で熱脱離することは無視で
きる。通常は表面束縛エネルギー Ebと電子の仕事関数 φ−の和が Psの束縛エネル
ギー 1

2
R∞程度であるために陽電子は Psを形成したほうが表面から熱脱離する場合

にもエネルギー的に有利となる。表面状態陽電子は表面電子と対消滅することによ

6



り 2γ線に崩壊する過程と、Psを形成する過程あり、この 2つの過程は競合状態とな
る。2γ線に崩壊する確率を γ、Psを形成する確率を zとすれば、金属表面にトラッ
プされた陽電子が熱脱離 Psとして放出される放出率 ftは

ft =
zfs

γ + z
=

z0e
−Ea/kTfs

γ + z0e−Ea/kT
(2.4)

となる。ここで fsは陽電子が表面ポテンシャル井戸へトラップされる確率である。
熱脱離Psの放出率は温度の上昇とともに増大し、逆に低温極限のとき放出率 0%と
定義することができる。この場合は温度に依存しない高速 Psのみが放出されると
考えることができ、T → 0で f0を定義することができる。高温極限 T → ∞では
f∞ = f0 + ftと考えて良く放出率 ftを実験的に決定することができる。また高温極
限 T → ∞において γ � zならば fsは温度にほとんど依存しない関数として考える
ことができ、結果として金属に陽電子を入射させたときの Psの放出率 f は

f = f0 + ft =
f0 + (z/γ)f∞

1 + (z/γ)
(2.5)

と求めることができる [11]。
また熱脱離 o-Psの速度分布はターゲットの温度に依存したMaxwell-Boltzmann分

布に従うと考えられ [12]、その速度分布は以下の式で与えれる。

dN

dE⊥
= Aexp

(
− E⊥

kBT

)
(2.6)

ここでE⊥はPsの垂直方向のエネルギー、T は Psの温度、kB はボルツマン定数で
ある。

7



φ− [eV] φ+ [eV] φPs [eV] Ea [eV] Eb [eV]

(実験値) (理論値) (実験値) (実験値)

Ag(100) 4.64 +2.4a) +b) > −2.16 0.43c) 2.59

(111) 4.74 0.46c) 2.52

Al(100) 4.41 −0.5d) −0.19e) −2.58 0.64f) 3.03

(110) 4.28 −0.3d) −0.05g) −2.57 0.40f) 2.92

(111) 4.24 +0.1d) −0.04h) −2.60 0.34f) 2.90

Au(111) 5.2 +1.1a) +i) −1.95r)

Be(0001) 5.10 −0.5j) +g) > −1.70

Cr(100) 4.5 −2.2a) −2.6g) −4.9

Cu(100) 4.59 +0.8a) +g) 0.56f) 2.77

(110) 4.48 +0.8a) −0.13k) −2.45 0.64f) 2.96

(111) 4.85 +0.8a) −0.40k) −2.35 0.85f) 2.80

Ge(111) 4.8 +l) > −2.0 0.83g) 2.8

Ni(100) 5.22 −0.4a) −1.1i) −2.68 0.75m) 2.33

(111) 5.35 −0.4a)

Si(100) 4.91 0.17f) 2.06

(111) 4.74 −1.0n) 0.49f) 2.55

Sn(100) 4.4 +2.7o) +p) > −2.4 0.38p) 2.8

W(111) 4.47 −2.1a) −2.54g) −4.87

4.47 −2.1a) −2.59q) −4.92 0.48q) 2.81
a) R.M. Nieminen and C.H. Hodges (1976) [13]; b) K.G. Lynn (1979) [14]; c) A.P. Mills, Jr.
(1979) [15]; d) R.M. Nieminen and J. Oliva (1980) [10]; e) C.A. Murray and A.P. Mills, Jr. (1980) [16];
f) I.J. Rosenberg et. al. (1980) [17]; g) A.P. Mills, Jr. [18]; h) K.G. Lynn and H. Lutz (1980) [19];
i) K.G. Lynn (refer to [18]); j) W. Brandt [20]; k) C.A. Murray et. al. (1980) [21]; l) A.P. Mills, Jr.
(1978) [22]; m) Y.K. Ho (refer to [18]); n) A.P. Mills, Jr. et. al. (1978) [22]; o) C.H. Hodges and
M.J. Stott (1973) [23]; p) Y.C. Jean et. al. (1980) [24]; q) R.J. Wilson and A.P. Mills, Jr. (1983)
[25]; r) R.H. Howell et. al. (1987) [26];

表 2.1: 金属に対する The activation energyと仕事関数エネルギー。Eaは実験から得られている活
性化エネルギーの値。φ−は電子の仕事関数エネルギーの実験値。φ+は陽電子の仕事関数エネルギー
の実験値と理論値。φPsは φPs = φ+ + φ− − 6.80を使って算出した Psの仕事関数エネルギー。ここ
で φ+は実験値で、Eb は Eb = 6.80 + Ea − φ− を用いて計算された陽電子の表面結合エネルギーで
ある。
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第3章 実験装置

3.1 低速陽電子ビームライン概観
Ps生成のための低速陽電子ビームラインの図を以下に示す (図 3.1)。このビーム

ラインは主に低速陽電子生成部・輸送部・蓄積型パルス化装置部・陽電子再入射防止
機構・Ps生成部から構成されている。真空装置は、イオンポンプ・ターボ分子ポン
プ・ロータリーポンプの 3つを組合せており、9×10−9Torrの真空度が実現されてい
る。陽電子源には 2003年 12月の時点で 24mCiの22Naの β+崩壊を利用している。
このビームラインの主な特徴としては、加速装置により陽電子ビームのエネルギー

を自由に変えられる事、蓄積型パルス化装置を用いてパルスビームの繰り返しを自
由に変えられる事、陽電子再入射防止機構により金属ターゲットで反射した陽電子
の再入射を防止できる事、などが挙げられる。
以下、これらの特徴について述べる。

図 3.1: 低速陽電子ビームライン
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3.2 陽電子ビームのエネルギー
22Naは以下のような崩壊過程で陽電子を放出する。

22Na →22 Ne + e+ + νe (3.1)

22Naは半減期が 2.6年と比較的長く、β+崩壊率が 89%と高いため、一般的に陽電子
源に利用されている [表3.1]。我々の 22Na線源の強度は 24mCiであるから、7.8×108

e+/secの陽電子が発生している。

放射線源名 半減期 β+崩壊の割合 陽電子の最大エネルギー
22Na 2.6 年 89 % 0.55 MeV
58Co 71 日 15 % 0.47 MeV
64Cu 12.8 時間 19 % 0.65 MeV
68Ge 275 日 86 % 1.88 MeV

表 3.1: 陽電子線源の例

線源から得られる陽電子は、最大で 546keVという広いエネルギー幅を持った白
色陽電子ビームである。この白色陽電子ビームから、エネルギーの揃った単色陽電
子ビームを得るためには、モデレータ（減速材）と呼ばれる金属を用いる。白色陽
電子はモデレータに入射されると内部で散乱し熱化される。陽電子に負の仕事関数
を与える金属ならば、仕事関数程度のエネルギーを持って、低速単色陽電子として
再放出される。この仕事関数は通常数 eV程度であるため、モデレーターを通すこと
で、低速かつエネルギーのそろった単色陽電子が得られることとなる。このためモ
デレータに使用される金属は陽電子に対して負の仕事関数を与える表面状態の清浄
なものでなければならず、通常はタングステンの薄膜が用いられる。我々のビーム
ラインでは、変換効率を高めるため太さ 20µm・メッシュ間隔 250µmのタングステ
ンメッシュ10枚重ねたものを反射型モデレータとして用いている (図 3.3)。メッシュ
を用いる理由としては、陽電子が表面ポテンシャルを感じて真空中へ再放出できる
表面から 1000Å分の、全体積に対する体積比率を大きくする効果があり、結果とし
て低速陽電子の個数が増加する効果があるからである。
線源とモデレーターで得られた低速陽電子の最大エネルギーは、タングステンの

仕事関数に等しい 2.54eVで、エネルギー広がりは約 1eV程度である。モデレーター
で十分に減速されなかった高速陽電子や、電子・陽電子の対消滅による γ線はバッ
クグランドとなるため、140◦弧状ソレノイドコイルの磁場によって分離する。その
際、磁場の不均一性によるエネルギー広がりの増大を最小限に抑えるため、グラン
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2.54eV

eV

図 3.2: ポテンシャル模式図

ド電位のまま輸送する。直線部分まで輸送したところで陽電子を 300eVまで加速し、
蓄積型パルス化装置 (3.3節参照)により陽電子パルスビームを生成する。蓄積型パ
ルス化装置の蓄積効率は、その性質から入射ビームの質、特にエネルギー広がりに
大きく依存する。加速の際の急激な電位勾配は陽電子のエネルギー拡がりを大きく
するため、我々のビームラインでは、加速装置にディスク型 19段加速装置を使用し
ている (図 3.4)。これは、抵抗分割したディスクを多数用いて電位勾配を緩やかにす
る装置であり、加速後のエネルギー拡がりを抑えることが可能となる [32]。
蓄積型パルス化装置によってパルス化された陽電子は 210～300eV程度のエネル

ギー幅を持つ。エネルギー拡がりを抑えるために、パルス化装置直後に再びディス
ク型 19段加速装置を用いて 900eVまで加速し、Ps生成部まで輸送している。
次節では、蓄積型パルス化装置について述べる。
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図 3.3: タングステンモデレータ。左図：薄膜、右図：メッシュ。

       
BEAM PIPE

図 3.4: 多段ディスク型加速装置
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3.3 陽電子蓄積型パルス化装置
研究対象である o-Psの運動量分布を測定するには、連続陽電子ビームをパルス化

する必要がある。以下に陽電子蓄積型パルス化装置の基本原理を示す [27][29][32]。

1.まず、初期エネルギーEoを持った陽電子が静電ポテンシャルVINの入口電極に
到達する。この時、Eo>VIN となるように設定すると、陽電子は入口電極を越
え、蓄積領域まで達する。

2.ここでビーム軸と垂直な方向に静磁場をかけることで、ローレンツ力を与え、
全運動量を保存させたまま r方向運動量 Pr、z方向運動量 Pz を変化させる。

3.陽電子は出口電極に印加された VIN によって反射される。そのとき陽電子のサ
イクロトロン運動の位相が変化する。

4.反射された陽電子は再び 2つのキック磁場によって力を受けて Pr、Pzを変化さ
せるが、往路とは陽電子のサイクロトロン運動の位相が異なるため異なる力を
受ける。結果、実効的な z方向運動量を減少された陽電子は VIN を越えられず、
蓄積領域内に閉じ込められることになる。

E0 

図 3.5: 低速陽電子蓄積・パルス化装置の概要図 (左図：装置概要図、右図:ポテンシャル図)

閉じ込められた陽電子を取り出すときは出口電極に負のパルス電圧 VPULSE を印
加する。出口電極にはもともと印加されていた出口電圧 VOUT との足し合わせで
VOUT−|VPULSE|が印加していることになり、Ez>VOUT−|VPULSE|であるようなエネ
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ルギーを持った陽電子を蓄積領域から取り出すことができる。現在、VOUT−|VPULSE|
＝－ 200V程度であるため、パルス化装置から取り出される陽電子は、最大で 100eV

～300eVのエネルギー拡がりを持つと考えられる。
図 3.6が、ターゲットにマイクロチャンネルプレート (MCP)を用いることで得ら

れた、蓄積型パルス化装置より 2m下流における、入射陽電子パルスの時間構造で
ある。この位置にPs生成ターゲットが置かれることになる [第 3.4章参照]。FWHM

で 10nsec、裾で 20nsecとなっている。VPULSEの FWHMは 8nsecであることから、
パルス化装置出口から取り出された陽電子の実際のエネルギー幅は、210～300eV程
度と見積もられる。

10nsec(FWHM)

20nsec

Time[nsec]

M
C

P
 c

ou
nt

図 3.6: 陽電子パルスの時間構造

図 3.7: 低速陽電子蓄積・パルス化装置の外観
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3.4 ポジトロニウム生成部と多重γ線検出装置
Psを生成するためのターゲットには金箔 (Au)を用いている。Auは酸化は起こら

ないが、表面状態を清浄化させるために測定前にあらかじめ 1000Kでアニーリング
作業を施しておく。Auはモリブデン箔 (Mo)に重ね、Moを通電加熱することによ
り温度を 300K～1000Kまで変化させることができる。温度は予め光学高温計によっ
てターゲット上の温度を数点測定し、その平均温度と中心部分の温度差を温度むら
とした。Alなどの金属では室温において高速 Psの放出率は入射した陽電子に対し
て 50%程度 [9]であるのに対し、Auを用いた時は 19%程度 [31]と低いため、高速Ps

がバックグランドとなる熱脱離 o-Ps生成にはAuがターゲットとして適していると
考えられる。
熱脱離 o-Psのエネルギー分布は、Time-of-Flight法 (TOF測定)によって測定す

る。以下に、TOF測定のための多重 γ線検出装置（図 3.8）を示す。これは選択的
に崩壊 γ線を測定するための鉛スリットと、Psの崩壊時間および崩壊 γ線のエネル
ギー分布を測定するためのNaIシンチレーションカウンターがビーム軸に対して垂
直に 8組配置されている。また、鉛スリットの位置とターゲット間の距離を正確に
変化させるためにマイクロメータの先にターゲットが取り付けてある。既知の Psの
生成時間、ターゲット-スリット間の距離、Psの崩壊時間を測定することでターゲッ
トから放出されたPsの速度分布を求めることができる。
これまで、鉛スリット∆z=5mm、鉛スリット-ターゲット間距離 z=10～30mmと

してTOF測定を行ってきた。しかしながら、これでは∆z/zの比が大きく、鉛スリッ
トによって限定した範囲外からの崩壊 γ線の混入もあり、TOF測定におけるピーク
の位置に不確かさがあった。今回、鉛スリット∆zを 3mmにすることで、位置分解
能の向上を図った。
多重 γ線検出装置は、鉛スリットを外すことでPsの崩壊時間分布及び全Ps崩壊イ

ベントによるエネルギー分布を求めることが可能となる。このときの多重 γ線検出
装置の γ線の検出効率は、シミュレーションコードGEANTを用いることで 0.205±
0.014 と求められている。多重 γ線検出装置で実際に測定される γ線のカウントに
検出効率を考慮し、実際にPs生成部に到達している陽電子の個数を求めると、本実
験では 1474.8 ± 25.7[e+/sec]の陽電子が金属ターゲットに照射されていると考える
ことができる [第 5章参照]。
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10cm

図 3.8: 多重 γ線検出装置図。(a)Ps生成用 Auターゲット (b)Time-of-Flight測定用鉛スリット (c)
前方鉛シールド (d)輸送用ソレノイドコイル

z

Ps

- z

図 3.9: 多重 γ線検出装置拡大図
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3.5 陽電子再入射防止機構

3.5.1 崩壊時間分布における 2次ピークの原因

多重 γ線検出装置のTOF測定用の鉛スリットを全て取り除いた状態で、Psの崩
壊時間分布測定を行った結果が図 3.10である。実験条件は陽電子ビームの繰り返し
が 100kHz,パルス幅が 9nsec(FWHM),ターゲットの温度は室温 300Kである。本測
定においては、このパルス幅 9nsecが時間分解能となる。また、加速電位は－ 900V、
ターゲット直前でパルス化陽電子ビームを引き込むため、ターゲットは－ 950Vの静
電圧を印加している。横軸は検出時刻、縦軸は崩壊 γ線の検出事象数であり、パル
ス化された陽電子ビームが Ps生成ターゲットに到達した時刻を 0nsecに合わせた。
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図 3.10: 2次ピークを含む典型的な崩壊時間分布

時刻 0nsecのピーク (プロンプトピーク)は、ターゲットにおける電子・陽電子の
即時消滅や、寿命 0.125nsecである p-Psの崩壊などの事象によるものである。プロ
ンプトピークから数十nsec以降から、142nsecの寿命を持つ o-Psの崩壊による事象
が現れている。
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ここで問題となるのは、220nsec以降のピークである。この二次ピークに関する
考察をまとめると次のようになる。

• 多重γ線検出装置はPs崩壊イベント以外の粒子線が検出されないようシール
ドを施してあるため、ターゲットに入射した陽電子イベント以外は考えにくい。

• ターゲットに入射した陽電子には、崩壊や Ps生成をせずに再放出する過程が
ある。再放出した陽電子が 900eVのエネルギーで逆流し、上流にあるパルス
化装置の出口電極で反射、再びターゲットに再入射した場合、プロンプトピー
クから 220nsec程度で到達する。

• 　ビームラインの輸送電位を変化させることで、問題となる２次ピークの発生
時刻も変化する。

以上より、二次ピークの原因は、ターゲットから再放出された陽電子の一部が上
流のパルス化装置で反射し、再びターゲットに再入射することによる二次的なプロ
ンプトピークであると考えられる (図 3.11)。
我々が研究対象としている熱脱離 o-Psを確認できるのは、プロンプトピークの影

響を無視できる 110nsec以降の領域である。この反射陽電子による事象は、解析に
使用できる領域をさらに 90～210nsecに限定してしまう。これは、崩壊寿命測定や
エネルギー分布測定において大きな妨げとなる。我々は、ターゲットから 250mm上
流に円筒型電極（シャッター電極）を設置し、そこにポテンシャル障壁を作ること
で、二次ピークの除去を行った。

図 3.11: 反射陽電子の模式図
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3.5.2 陽電子再入射防止機構の原理

次に陽電子再入射防止機構（以下ビームシャッター）の原理を示す。ここでは、反
射により再入射する陽電子を二次陽電子、初めの入射陽電子を一次陽電子とする。

1.まずシャッター電極の電位はパイプ電位と同程度まで下げておく。パルス化さ
れた一次陽電子は、シャッター電極の影響を受けずターゲットへ入射する。崩
壊もPs生成もせずに再放出した二次陽電子は、再び逆向きにシャッター電極を
通過する。この段階までは、陽電子に影響を与えないよう、シャッター電極の
電位は下げておく。

2.パルス化装置まで逆流した二次陽電子は、パルス化装置出口電極のポテンシャ
ル障壁で押し戻され、再び加速しシャッター電極まで戻ってくる。この段階で、
シャッター電極の電位を引き上げておくことでポテンシャル障壁を作り、図 3.12

の領域�内に二次陽電子を閉じ込め、ターゲットへの再入射を防止する。

図 3.12: 反射陽電子の模式図

以上の機構は、すべての陽電子が領域�内にある間に、ポテンシャル障壁を作ら
なければならない。そのためには、二次陽電子のエネルギー拡がりを抑える必要が
ある。次に、二次陽電子のエネルギーを制御する方法を述べる。
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図 3.10の二次ピークの裾が 220nsecから 1200nsecまで拡がっていることから、二
次陽電子は 0eV～900eVという広いエネルギー分布を持つと考えられる。このエネ
ルギー幅では、図に示すように、低エネルギー陽電子がシャッター電極を通過する
前に、900eV陽電子が戻ってくるため、領域 I内にすべての陽電子を閉じ込めるこ
とは出来ない。

図 3.13: Vtarget=−950V時のエネルギー拡がり

領域 I内に、すべての二次陽電子を閉じ込めるには、二次陽電子のエネルギー拡が
りを数百 eV～900eV程度にする必要がある。この問題はターゲット電位 Vtargetを加
速電位以上に上げることで解決する。ターゲット内で、エネルギーを失い再放出さ
れた陽電子は、放出直後に |加速電位 | − |(Vtarget)|という電位差で加速される。例え
ば、ターゲット電位を−500Vにした場合、陽電子が非弾性散乱により低エネルギー
で再放出したとしても、少なくとも 400eVまで加速されてビームラインを逆流する。
この方法により散乱陽電子のエネルギーをコントロールすることが可能である。今
回は、加速電位を−900V、ターゲット電位 Vtarget=−600Vとして、二次陽電子のエ
ネルギー幅を 300～900eVに限定することで、その再入射の防止を可能とした。

図 3.14: Vtarget=−600V時のエネルギー拡がり
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3.5.3 再入射防止機構の考察

この機構による、一次陽電子への影響を調べるため、ターゲット電位 Vtargetを変
化させた時の、トリガー数 (NaIによるカウント)の変化を図 3.15に示した。ター
ゲット電位 Vtarget=−400V程度からトリガー数が減少している。これは、電位の高
いターゲットを逸れてしまう陽電子が増えていると考えることができる。−950V～
−400V程度までは、カウント数が一定に保たれていることが確認された。
次に、陽電子パルスの時間構造を図 3.16に示す。-1100V～-600V程度まではパル

ス波形もほぼ保たれ、ターゲット表面での減速による広がりはほとんど見られない。
パルス幅は 10nsec程度であり、Vtarget=−600Vにおいても十分な精度での測定が可
能である。
図 3.17は、ターゲット電位 Vtarget=−600V,−950Vとした時の崩壊時間分布であ

る。二次ピークの広がりから、Vtarget=-600V時における二次陽電子のエネルギー幅
が絞られていることが確認ができる。また、Vtarget=−600Vでは、三次ピーク、四次
ピークまで確認できる。これは、二次陽電子の最低エネルギーを 300eV以上まで上
げたことによる効果と考えられる。
図 3.18が、ビームシャッターを動作させた時の Ps崩壊時間分布である。加速電

位＝－ 900V、Vt＝－ 600V。ビームシャッター offの場合、Vshutを－ 600Vの定電位
としている。ビームシャッターON(実線)において、2次ピークが除去されているこ
とが確認できる。

図 3.15: ターゲット電位と ADCカウント
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図 3.18: 崩壊時間分布
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第4章 測定結果

4.1 崩壊時間分布
我々が注目しているのは、ターゲットから熱脱離することによって放出される初

期運動エネルギーの低い、熱脱離 o-Psである。熱脱離 o-Psの放出率は、Ps生成ター
ゲットの温度の上昇とともに増加することが知られている。我々は金を用いたPs生
成ターゲットを直接通電法により 300Kから 1000Kまで温度を変化させながらPsの
崩壊時間分布 (図 4.1)、および Psの崩壊 γ線エネルギー分布 (図 4.2)を測定した。
以下に結果を示す。実験条件は、ターゲット電位 Vtを−600V、陽電子ビームの繰

り返しを 50kHzに設定した。また、ビームシャッターを動作させて、反射陽電子に
よる二次ピークを除去してある。
図 4.1は各温度のヒストグラムについて、バックグランドを取り除き、測定時間

で規格化したPsの崩壊時間分布である。ここでバックグランドは、パルス化陽電子
が到達する前の-120nsec≤t≤-50nsecの高さ分のイベントをヒストグラム全体から引
くことで取り除いた。図 4.1の時間 100nsec以降に注目するとターゲットの温度の上
昇とともに、o-Psのイベントが増加していることが確認できる。金属から放出され
る 2種類の o-Psのうち、仕事関数によって放出される高速 o-Psは、その放出機構か
ら放出率は温度に依存しないので、増加したPsは熱脱離 o-Psであると考えられる。
また、温度の上昇とともに、プロンプトピークのイベント数が減少していること

も確認できる。これは、温度によって陽電子が表面電子と即時消滅する過程と、Ps

として熱脱離する過程が競合状態にあるためであり、熱脱離 Psの放出モデルとよく
一致した結果である。
図 4.2はバックグランドを取り除いた各温度における Ps崩壊による γ 線のエネ

ルギー分布である。温度の上昇とともに即時消滅や p-Ps崩壊に起因する 511keVの
ピークが減少し、主に o-Psによる 511keV以下のイベントが増加していることが確
認できる。
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図 4.1: 崩壊時間分布
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図 4.2: 崩壊 γエネルギー分布
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4.2 Time-of-Flight測定
多重 γ線測定装置に鉛スリットを取り付け、Ps速度のTime-of-Flight法による測

定を行った結果を図4.3に示す。ターゲット電位Vt＝－600V、鉛スリット幅は3mm、
ターゲットとスリット中心の距離は 20mmとして、ターゲット温度を変化させた時
の結果である。

60nsec以降では、図 4.1と同様に、温度の上昇に対してイベントが増加している
のに対し、プロンプトピークのイベントが減少していることが見て取れる。このこ
とから、熱脱離によって放出された熱脱離 o-Psの生成率が温度に依存していること
が確認できる。
これに対して 60nsec付近のピークは、仕事関数によって放出された o-Psと考え

られ、そのピークの位置は温度に依存していない。この結果から仕事関数相当のエ
ネルギーを持った高速 o-Psのエネルギーは、期待されたとおり温度依存性のないこ
とが確認できる。ここで高速 o-Psのエネルギーを求めると約 1eV程度となり、Au

の Psに対する仕事関数 1.95eV(表 2.1)とは異なる結果である。高速 o-Psのエネル
ギーを詳細に求めるには、温度を一定にした上でターゲット-スリット間距離を変化
させ見積もる必要がある。
また、高速 o-Psは放出率も温度に依存しないことが知られており、ピークの高さ

も一致することが期待されたが、温度の上昇とともに増加する結果が得られた。こ
れは、熱脱離によるイベントが 45nsec付近まで広がり高速 o-Psと重なっているた
めと考えられる。
第 5章においてこの結果を用いて考察を行う。
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図 4.3: Time-of-Flight測定
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第5章 解析

5.1 入射陽電子数
Ps生成ターゲットに入射している陽電子の数を求める。混成比には 2002年度のシ

ミュレーション結果 [31]を用いた。2γ(p-Ps+陽電子即時消滅)と 3γ(仕事関数 o-Ps)

を発生させ、その混成比を変えながら、実際の崩壊 γ線のエネルギー分布測定と一
致させたシミュレーション結果が図 5.1である。
この結果から、混合比は

2γ : 3γ = 76 : 24

となった。
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図 5.1: 2γ、3γ 崩壊混成比

この混成比を用いて、入射陽電子数を見積もる。表 5.1はターゲット 300Kにおけ
る崩壊時間分布測定時のADC, TDCカウントである。ビームライン上流のゲート・
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バルブを閉じると、陽電子がゲートで止められ真空チェンバー内を輸送されないの
で、ゲートをクローズした状態で計測した値をバックグランドと定義した。ADCカ
ウントのうち 76%が 2γ線によるイベントで、24%が 3γ線によるイベントであるの
で、この ADCのカウントに多重 γ線検出装置の検出効率 (第 3.4章参照)を考慮す
ると、Ps生成ターゲットに入射している陽電子数は 1474.8± 25.7[e+/sec]と求める
ことができる。またこの時の、o-Psの生成数は 285.0 ± 0.9[e+/sec]と求められた。

ゲートオープン [/sec] ゲートクローズ [/sec] シグナル [/sec]

ADC 294.9 ± 1.4 49.1 ± 0.6 245.8±1.5

TDC 295.1 ± 1.4 50.7 ± 0.6 244.4±1.5

表 5.1: ターゲット 300Kにおける崩壊時間分布測定時の ADC, TDCカウント

5.2 熱脱離o-Psの増加
次に、熱脱離 o-Psの増加数を崩壊時間分布から求める。まず第 4章で述べたよう

に、仕事関数により放出された高速 o-Psのエネルギーと放出率は温度には依存しな
いと仮定する。この仮定により、各ターゲット温度での崩壊時間分布と、300Kの崩
壊時間分布との差分をとることで熱脱離 o-Psだけを取り出すことが可能となる。図
5.2が、実際に各温度の崩壊時間分布を測定時間で規格化し、300Kとの差分をとっ
たヒストグラムである。
ここから得られたイベント数を検出効率 (第 3.4章参照)で割ることにより、各温

度の熱脱離 o-Psの 300Kからの増加数を見積もった (表 5.2)。

ターゲット温度 熱脱離 o-Psの増加数 [個/sec]

400K 17.4 ± 9.2

500K 45.7 ± 14.8

600K 49.6 ± 15.6

700K 87.3 ± 20.6

800K 87.6 ± 20.6

900K 133.7 ± 25.6

1000K 159.5 ± 27.9

表 5.2: 熱脱離 o-Psの増加
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図 5.2: 熱脱離 o-Psの生成。各温度から、300Kの崩壊時間分布を引いた。ターゲット電位＝－ 500V。
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5.3 熱脱離o-Psのエネルギー分布
熱脱離 o-Psはターゲット表面に電子が形成する井戸型のポテンシャルから熱振

動によって放出される。そのため、速度分布はターゲット表面の温度に依存した
Maxwell-Botzmann分布に従うと考えられ、以下の式で与えられる。

dN

dE⊥
∝ exp

(
－

E⊥
kBT

)
(5.1)

ここで、E⊥は Psのターゲット面に対して垂直方向 (z方向)のエネルギー、Tは
Psの温度、kB はボルツマン定数である。
また、o-Psは 142nsecの寿命で γ線に崩壊するため、その崩壊曲線は

dN

dt
∝ exp (－ t/142) (5.2)

となる。式 5.1と式 5.2を考慮することで、Time-of-Flight測定によって得られる時
間分布は、

dN

dt
＝

N0λ∆z

t

√
m

2πkBT
exp

{
−
(

mz2

2kBT t2
+ λt

)}
(5.3)

と表すことができる。ここで、N0は放出された熱脱離 o-Psの総数、∆zは鉛スリッ
ト幅、zはターゲット-スリット間距離、Tはターゲット温度である。

TOF測定から得られた結果を式 5.3でフィッティングすることで、熱脱離 o-Psの
温度を求める。ここでまず、300Kにおける熱脱離 o-Psの放出が無視できる程少な
く、さらに高速 o-Psは温度に依存しないと仮定し、1000K-300Kと差分をとること
で 1000Kの熱脱離 o-Psのみを分離し、解析する。1000K−300Kと差分をとること
で、鉛を通り抜けてきた γ線など、鉛スリットによって限定した範囲外からの混入
によるイベントを引くことも出来る。この差分をとった結果を式 5.3でフィッティン
グした結果が図 5.4である。ここから得られた温度は 1700Kとなり、実際のターゲッ
ト温度 1000Kとは大きく異なる結果となった。これは、図 4.3から高速 o-Psの放出
率に温度依存性がないと断定することはできず、また 300Kにおける熱脱離 o-Psの
放出も無視できる程少ないと断定できないとこが原因の一つと考えることができる。
よって、300Kとの差分を取ることなく、1000KのTOF測定結果をそのまま式 5.3

でフィッティングした結果を次に示す。1000KのTOF測定の結果には、陽電子の即
時消滅、p-Ps、高速 o-Ps、熱脱離 o-Ps、鉛を通り抜けてきた γ線などの崩壊イベン
トが含まれている。これらのイベントの出現時間 (表 5.3)を考慮し、特に高速 o-Ps

の影響を十分無視できる範囲でフィッティングする必要がある。
フィッティング範囲を 50～1300nsecから 200～1300nsecまで変化させたときの結

果を図 5.3に示す。フィッティング開始時間 110nsecまでは 1500K程度の温度が得ら
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れているのに対し、その後急激に低下し、110～130nsec付近では 1000K程度の温度
が得られている。これは、熱脱離 o-Psに比べてはるかに大きいエネルギーを持つ高
速 o-Psが 60nsec付近にピークを作っており、その影響が 110nsec付近まで及んでい
るものと考えることができる。
以上から 120nsec以降を熱脱離 o-Psのみのイベントと考え、120～1300nsecの範

囲でフィッティングした結果が図 5.5である。実線が実際にフィッティングを行った
範囲で、点線はその結果から外挿したものである。このフィッティングから、熱脱
離 o-Psの温度は 1049±103[K]と求まり、ターゲット温度によく一致した結果を得ら
れた。
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Energy[eV] Peak時間 1mm[nsec] Peak時間 2mm[nsec]

Fast o-Ps 1.9 17 35

熱脱離 o-Ps(300K) 0.039 121 242

熱脱離 o-Ps(400K) 0.052 105 209

熱脱離 o-Ps(500K) 0.065 94 187

熱脱離 o-Ps(600K) 0.078 86 171

熱脱離 o-Ps(700K) 0.090 79 159

熱脱離 o-Ps(800K) 0.103 75 149

熱脱離 o-Ps(900K) 0.116 70 140

熱脱離 o-Ps(1000K) 0.129 67 133

表 5.3: Time-of-Flight測定において、各温度における o-Psのピークと、バックグランドとなる高
速 o-Psが出現すると期待される時間
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図 5.3: フィッティング開始時間を変化させたときの熱脱離 o-Psの温度変化
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図 5.4: 1000K−300K、飛行距離 2cmの Time-of-Flight測定フィッティング
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図 5.5: ターゲット温度＝ 1000K、飛行距離 2cmの Time-of-Flight測定フィッティング
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第6章 結論と今後

これまで解析の妨げとなっていた二次陽電子の再入射を防ぎ、Time-of-Flight法によ
り熱脱離 o-Psのエネルギー分布の測定を行った。これにより、これまで熱脱離 o-Ps

生成後の 210nsecまでに限定されていた解析可能な範囲を、1300nsecまで広げるこ
とができた。
また、鉛スリット幅を 5mmから 3mmにすることで、温度に依存しない高速 o-Ps

のピークを確認することでき、そのエネルギーがターゲット温度に依存しないこと
を確認することができた。しかしながら、高速 o-Psのピークの高さ、すなわち放
出率も、温度に依存しないことが期待されたが温度の上昇とともに増加する結果と
なった。熱脱離 o-Psのエネルギー分布測定を行う際、1000K-300Kと差分を取るこ
とで熱脱離 o-Psだけを分離することが望ましいが、上記の理由から、差分を取るこ
とができないため、高速 o-Psの影響を十分無視できる 120nsec以降を用いて熱脱離
o-Psの温度測定を行った。実際に、TOF法により速度分布を測定することで得ら
れた熱脱離 o-Psの温度は、1000Kのターゲットにおいて、1049±103[K]と求まり、
ターゲット温度とよく一致した結果となった。
ただし、1000K以下の低温においてはMaxwell-Boltzman分布を再現していない。

今後は、より融点の高い金属をターゲットに用いて、1000K以上で検証をする必要
がある。また、1000Kにおける熱脱離 o-Psは 133nsec程度にピークを持つことから、
Psに対して大きな仕事関数を持つ金属をターゲットに用いるなどすることで、高速
o-Psと熱脱離 o-Psを明瞭に分離することも課題となる。
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